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←}課 題 設 定
本稿 の課題は,マ ル クス経済学 におけ るインフ レーシ コン論を整理す るこ
とである。 マル クス経済学では,「 イソフ レーシ ョン=物 価騰貴」 とはせず,
「インフ レーシ ョソー通貨膨張(過 剰通貨)が 原因 とな る物価騰貴」 と限定
し,他 の原 因に よる物価騰貴か ら区別す る。 したがってインフ レーシ ョン論
の焦点は,(1)「 過剰通貨 に よる物価騰 貴」 と してのインフ レーシ ョンは他
の物価騰貴か らいか に区別 され るか,(2)そ の区別 に よって現 代の物価騰貴
は十分解 明され うるか,の 二点にあ るとい って よい。 しか しその二 点の分析
に先 立って,わ れわれ はまず諸商 品価格 と貨幣量 との一般的関係を整理 して
お こ う。
(→ 諸商品価格 と貨幣量の関係
マルクスは貨幣数量説批判に立脚 して,諸 商品価格と貨幣量 との関係を次
のように規定 した。即ち,諸 商品価格が流通手段の数量を規定す るのであっ
て,そ の逆に貨幣量が諸商品の価格水準を規定するものではない,と 。 この
規定は金貨流通下で設定 され,党 換銀行券流通下で も成立す るものとされ,
　 コ 　 　
貨幣流通法則 と呼ばれているが,こ の貨幣流通法則が論理的に成立するため
には,次 の二つの条件が必要である。
(1)諸商品価格の産業循環的変動に対応 して,貨 幣量が 自動的に(内 在必
然的に)伸 縮す るメカニズムが成立 していること。即ち,〈 商品流通の必要
に応 じて貨幣量が伸縮する機構の成立〉。 もしこの機構が成立せず,諸 商品
価格が要求する貨幣量 と現実の貨幣量との間に乖離が生ず るな ら,過剰(ま
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たは過少)な 貨幣が流通に存在することになる。
(2)商品流通の要請にもとつかない貨幣量の増減があったとしても,(そ
の場合,諸商品価格への一定の影響は不可避であるが),結局はその過剰(過
少)な 貨幣量が何 らかの機構を通 して減少(増 大)し,し たがって価格水準
への影響 も消滅 してい くこと。 即ち,〈過剰通貨の発生→物価上昇をチ ェッ
クする機構の成立〉。(1)の機構が成立 しない時には,流 通が必要 とす る貨幣
　
量と現実の貨幣量 との一致は全 くの偶然 となる。そ して不一致の場合には当
然商品流通の要請にもとつかない貨幣が流通に存在す ることにな り,この②
の機構の成立が問われることになる。 もちろん(1)の機構が成立 していて も,
(1)の機構 とは全 く無関係に貨幣が投入されること(商 品流通の要請に もとつ
かない貨幣の投入)は あ りうるわけであ り,そ の場合 も同様に,こ の(2)の機
ロ　
構の成立が問われることになる。
貨幣流通法則が成立するためには,こ の(1)②の機構が成立 しなければな ら
ない。そこで次に,両 機構が成立す るか否かを免換銀行券,不 換国家紙幣,
不換銀行券流通下でそれぞれみることに しよう。
1免 換銀行券流通下
(1)の機構は信用制度下では典型的に成立す る。銀行券は,中 央銀行一普通
銀行一産業資本の間を貸付一回収 とい う形式に したがって,い わば 自動的に
供給される。②の機構について。たとえば中央銀行の国債引受のようなこと
が行なわれたとしても,党 換銀行券流通下では,(価 格標準が固定 され,免
換が維持されている限 り),免換一銀行券還流に よって 過剰な銀行券は中央
銀行へ還流 し,(現実に免換が行なわれな くても,中 央銀行の政策を通 して
収縮せざるをえず),過 剰通貨がもた らした物価上昇も 結局消滅 してい くこ
とになる。か くして党換銀行券流通下では貨幣流通法則が成立 していること
は明 らかである。
(1)したがって 「過剰通貨による物価騰貴」としてのインフレーシ・ンを解明する
ひの 　 ロ ヤ
基礎 は,'(2)の機構 の分 析にあ るとい って よい.し か し,(2)の機構 あ不成 立がす ぐ
イ ンフ レー シ ョンの成立 を意 味す るわけ ではない.(後 述)
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2不 換国家紙幣流通下
(1)の機構について。不換国家紙幣 とは,そ もそ も商品流通とは関係な く国
家が 自らの必要性に もとついて勝手に(強 制通用力を与えて)投 入発行する
(2)
もの と規定 して よい。 したがって,こ こでは紙幣が商 品流通の要請 に もとづ
いて 自動的に伸縮する機構は全 くな く,流通が必要 とする貨幣量 と現実の貨
幣量 との不一致が常態 となる。(2)の機構について。過剰な貨幣の発生→物価
上昇をチ ェヅクする機構が成立 しないことは,免 換規定が欠けている以上当
(3)
然 とな る。
3不 換銀行券(現 代銀行券)流 通下
(1)の機構については免換銀行券流通下 と同様に成立 し,② の機構について
(4)
は不換国家紙幣流通下 と同様に成立 しない。 したがって,通 貨が(1)の機構に
よって供給されている限 り,(商 品流通の要請に もとつ く通貨供給であるか
ら)過剰通貨は発生 レない。 しか し(1)の機構に よらないで通貨が投入されれ
ば,(2)の機構が成立 していないため,そ の過剰通貨 とそれがもた らす物価騰
(5)
貴 をチ ヱックす ることがで きな くな る。
② 不換紙幣の貸付発行の場合は省略する,また,問 題を明確にするために金紙混
合流通の問題は省略し,不換国家紙幣の専一的流通を想定する.
(3)われわれは,(1×2)の両機構とも成立しない下での諸商品価格 と貨幣量との関係
を示 した法則を,紙 幣流通法則と呼ぶことにする.
(4)飯田繁氏の場合では,(1)の機構の問題が現代銀行券(不換銀行券)の 信用論的
規定(即 ち,不換銀行券も利子付資本の運動にしたがうという規定)の 問題であ
り,(2>の機構の問題が現代銀行券の貨幣論的規定(即 ち,不換銀行券は価値表章
にすぎないという規定)の 問題である.
　 　 ロ 　 コ 　 ロ 　 　 　 　 コ の 　 　 　
(5)かくして,不換銀行券は(われわれがすでに規定 した意味での)貨 幣流通法則
　 　 コ コ 　 　 　 　 　 　 　 　 ロ 　 　 　
に支配されるとも,(われわれがすでに規定 した意味での)紙幣流通法則に支配
されるともいえないことになる.この点こそ,膨大な不換銀行券論争が明らかに
した唯一の共通点であろう.
岡橋保氏が不換銀行券でも貨幣流通法則が支配するとするのは,不換銀行券で
は過剰通貨→物価上昇が一度成立しても,追加的に過剰通貨が投入されない限 り
上昇した物価水準を中心として価格は産業循環的変動を示すことになり,岡橋氏
はその産業循環的変動における諸商品価格 と貨幣量との関係に貨幣流通法則の支
配をみるか らである.その点は,(1)の機構が成立 していない不換国家紙幣の場合
≧は根本的に異なる不換銀行券の運動の特徴である,だ からこそ不換銀行券は
(われわれが規定 した意味での)紙幣流通法則に支配されるとはいえないのであ
る.しか し他方で,不換銀行券では一度過剰通貨が投入されたら,その部分を収,
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国 「過 剰 通貨 に よる物 価騰 貴 」 と しての イ ソ フ レー シ ョソ
「過剰通貨に よる物価騰貴」 としてのインフレーションを解明するために
は,(1)いかに して過剰通貨が発生す るのか,② その過剰通貨がいかに し
て物価上昇を もた らすか,の 二点を明らかにすれば よい。 この うち,い かに
して過剰通貨が発生するかについては,⇔ での整理に よってすでに解答が与
え られている。即ち,不 換銀行券流通下では(1)の機構(貸 付一回収 とい う形
式)に よらないで通貨の流通への投入が行なわれた場合のみ,流 通に過剰な
通貨が残ることになる,と 。(中央銀行に よる赤字国債の引受け一国家によ
る通貨の投入がその典型である。)そ こで残された課題は,そ の過剰な通貨
がいかに して物価上昇をもた らすかとい う点であるが,こ の点については既
(の
に久留間健氏 の分析があ る。われわれ も,再 生産表式を使 って物価上昇が実
現す る過程 を分析 し,こ の課題に答え ることに しよ う。
1単 純再生産の場 合
簡単化 のため各商品はすべ てそれ まで1個1円 であった と し,国 家に よる
一方的購買(そ のための貨幣は中央銀行か らの供給に よる)が 一回限 り100
円あ り,そ れが第 皿部 門の資本家用消費財にむけ られた と仮定 しよ う。従来
た とえば第[部 門の一方 の資本家(llKA)が 銀行か ら商品流通 のため の通
貨100円を借 り,こ れでllKBか ら消費財100個を買 い,他 方llKBは そ の
代金で 皿KAか ら同 じく100個100円の商品を購入す る。 そ してllKAに 還
流 した貨幣は銀行に返済 されていた と しよう。 そ こで 皿KAの 商品へ国家が
100円の追加需要 を した とすれば,llKAは 以前 と同様,100円銀行か ら借
りてfiKBか ら消費財100個買え るが,liKBはIKAの 商品 に国家が介入
したため,代 金の100円で従来の半分の50個しか購 入で きな くな り,他 方国
家 自体 も流通か ら一方的 に取得で きるのは50個にす ぎない。い うまで もな く
礎縮させるメカニズムは存在しない.その点は,(2)の機構が成立 している党換銀行
券の場合とは根本的に異なる不換銀行券の運動の特徴である.だか らこそ不換銀
行券は(われわれの規定 した意味での)貨幣流通法則に支配されるとはいえない
のである.
(6)久留間健 「マルクスの紙幣減価論の理解のために」(『立教経済学研究』21-3)t
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これだけに限定す れば,追 加需要に よる物価騰貴 が生 じたにす ぎない。
ところが,llKAは 同 じく100個を販売 しなが ら以前の倍の200円で売 る
ことがで き,100円は銀行へ還流 させ るか ら,残 りの100円を過剰 な購買力
と して保有す ることになる。 この期 の商 品流通は以上 で終わ ることになるが
次期に 皿KAに は二つ の可能性がある。第一は,こ の過剰通貨一過剰購買力
を流通 に投ず る場合であ る。 この場合llKBが100個 しか供給 しない以上,
llKAは200円で100個しか買えない。200円うけ とったllKBも 同様 に(も
う国家の介入が ないので)200円で100個買え るにす ぎない。 か くして これ
以後 は,(以 前 と同量 ・同価値 の商品を流通 当事者は支配 してい るにす ぎな
(8)
い とい う意味で)全 く名 目的 に価格は上昇 した ままで下落 しない。 この物価
騰貴 こそ,過 剰通 貨 に よる 独 自の 物価騰貴 と しての インフレーシ ョンで あ
る。 第二 の可能性 は,皿KAが100円 を預金 または 貨幣形態 の ままで 保有
(蓄蔵貨幣化)し て しまい,そ のため この過剰購買力が一 時的に流通か ら離
れ る場合であ る。 この場合に は,価 格水準 は以前 の100個100円の水準に も
どる ことにな るが,だ か らとい って インフレ騰貴を もた らす過剰通貨一過 剰
購買力が消滅す るわけではな く,た だ顕在化 しないだけである。
以上 の例ではllKAとHKBに 分割 しただけであ るが,実 際には同一 貨幣
⑦(例 解は若干異なるが)同 じように再生産表式を使ってインフレーション過程
を分析したものに,川上正道 「地価騰貴とイソフレ高進のメカニズム」(r経済』
111)がある.し か し,川上氏は,国 家による通貨投入→商品の一方的取得を契
機 としてひきおこされる第一次的物価上昇の時点で,す でにインフレーションの
規定を与えてしまっている.こ の第一次的物価上昇をもってインフレーシ・ンと
規定 したのでは,以下でわれわれが展開する 「物価の名目的上昇」としてのイン
フレーションが全 く理解されないことになってしまうであろう.
(8)このように,過剰通貨→過剰購買力が流通に吸収されてしまうと,価格上昇は
全 く名目的なものになる,そ こで富塚氏は,この名目性だけに注目し,インフレ
ーションとデノミネーションの変更とは区別できなくなるとし,それを区別する
ために,イ ンフレーションを名目的な物価上昇と理解せず,不均等な物価上昇と
して把握すべきであるとしている.(富塚文太郎 「紙幣減価論の批判」『東京経大
学会雑誌』80)確かに,イ ンフレーションの不均等性は(特 に労働力商品との関
係で)重要なものである.しかし,同 じ名目的な物価上昇であるとしても,イ ン
フレーションとデノミネーションの変更は明確に区別できるし,されなければな
らない.既にみたように,イ ソフレーションでは,あ くまでも通貨が流通に残 り
その過剰通貨が過剰購買力を形成 し物価上昇をもた らすのである.
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が何度 も商品流通を媒介す るわけである。(更に,商 品の供給能力に余裕が
ある場合,た とえば在庫を保有 している場合を考えておこう。国家の100円
と 皿KBの100円に対 し,HKAは200個200円の供給を行な うのであるか
ら,価格は上昇 しない。 したがってこの場合には,国 家は流通か ら一方的に
商品を取得 したに もかかわ らず,そ の取得は販売者 皿KAに うけつがれたに
す ぎない。 この過程は商品供給能力に余裕があ り,し かも販売者が蓄蔵せず
以前 より多 く購入 しようとす る限 りつづ くわけであ り,それがつづ く限 り一
方的な取得は移転 しただけであって決 して消滅 しない。 しか し,商品供給能
力に余裕がな くなった時には,200個200円で売ったにもかかわ らず200円
100個しか買えない場合が生 じ,そ れ以後の過程は上述の場合 と同様に,物
価が名 目的に上昇する過程となる。)
2拡 大再生産の場合
単純再生産では,通 貨量を所与 とした上で,国 家による新 しい通貨の投入
があった場合を想定することができた。 しか し拡大再生産では,通 貨量自体
が毎期増大せねばな らないので,そ の拡大再生産に必要な通貨量 と国家によ
くの
って投 入 された通貨 との関係 が問題 とな らざ るをえない。
そ こでわれわれは,拡 大再生産に伴 って必要 とな る通貨が次の ように供給
され てい ると仮定 しよう。各産業資本(A,B,C,D)は,そ れぞれ次期
蓄積にむけるべ き剰余価値100個100円を生産 し,そ の商品流通 は,ま ずA
が銀 行か ら100円借 りてBか ら商品を購入 し,BはCか ら,CはDか ら,D
はAか ら商品を購入 し,か く して貨幣 はAに 還流 し,Aは そ の貨幣 で銀行か
く　の
らの借入を返済す る とすれば よい。 こ うした想定は,も し前期に 国家に よる
貨幣の投 入があ り,今 期始めにAに100円 の過 剰通 貨が保有 され てお り・,し
か もAが その通貨 を拡大再生産 に必要 な流通手段 と して使 用す るな らば,次
(9)つまり,われわれはここで,過剰通貨が拡大再生産に必要な追加通貨量として
使用されるなら,もはや過剰ではなく,それ故それがもたらすべき物価騰貴も生
じないのではないかという疑問に答えなければならない.
⑳ われわれは口での整理によって,銀行券流通下では,拡大再生産に必要な通貨
は(1)の機構によって供給され うることを明らかにしたが,こ の想定はそのきわめ
て単純化した例解である.
イ ン フ レ ー シ ョ ン 論 7
のように変化する。Aは もはや銀行か ら100円借 りる必要はな く,保有 して
いる100円でBか ら商品を購入することができる。そ してBはCか ら,Cは
Dか ら,DはAか ら商品を購入 し,貨幣は再びA(出 発点)に 還流すること
になる。 したがって,こ の場合には過剰通貨が拡大再生産に伴って必要 とな
る通貨に転化 しているかのようにみえる。
しか し,そ もそ もAが銀行か ら100円借 りてBか ら商品を購入す ることは
何を意味 していたのであろ うか。AはDに 商品を売ることに よって始めて自
らの剰余価値を実現す るわけであるが,銀 行か ら100円借 りるとい うのはそ
の実現過程を先取 りしたものであ り,したがって借 りた100円でBの 商品を
購入す るとい うことは,実 現 した剰余価値を蓄積一投資にむけることを意味
す るわけである。 とい うことは,こ の場合Aは 本来な ら過剰通貨 と しての
100円プラス銀行か らの借入(自 らの剰余価値の実現の先取 り)に よる100
円の合計200円投下できるところを,結 局100円しか投下 しなかったことに
なる。 もちろん過剰通貨と しての100円は,社 会的には実体的な裏付けのな
い ものである。 しか し個別資本にとってはそのような区別は存在 しない。A
にとっては,過 剰通貨100円も,今 期 自ら生産 した(蓄 積用)剰 余価値の実
現を意味する100円も,同様に蓄積一投資にむけ られるべ きものである。 し
たがって,過 剰通貨を拡大再生産に必要な流通手段 として使用する場合は,
すでに単純再生産 の場合にみた第二の可能性(即 ち,預 金または貨幣形態の
ままで貨幣を保有 して しまい,そ のため過剰購買力が一時的に流通を離れ る
場合)と 同一のこととみな してよいわけである。(但 し,こ の場合流通に投
f
下されないのは,自 らの剰余価値の実現たる100円の方である。)
預金等によって過剰通貨一過剰購買力が流通か ら一時的に離れるとい うこ
とは,決 して軽視されるべきことではない。(預 金はその時の再生産の状況
に規定され,し たがって)過 剰通貨は好況過程では価値増殖の機会が多いか
ら過剰購買力 として出動 し,不況過程では価値増殖の機会が少ないか ら流通
か ら離れることになる。だか ら,過剰通貨一過剰購買力は一度発生すれば消
滅することはな く,それ故産業循環過程 とは関係 しないが,そ の過剰購買力
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による物価騰貴の発現は預金等に よって制約され,そ の制約が産業循環的価
格変動を増幅させる形に作用することになるのである。かかる意味において
預金等は重要な意味を もっているとはいえ,過 剰通貨に よる物価騰貴(イ ン
フレーシ ョン)と い う規定 と,そ の物価騰貴の発現過程で一定の変容を加え
　　り
る預金等 の問題 とは,論 理的 には厳密に区別 され なければな らない。上述 の
例 で も,不 況過程では200円投下 されない とい う形 を とること も考 え られ る
が,好 況過程 とともに当然200円の水 準に復帰 し,物 価上昇を一 層激 しくす
るわけ であ り,か く して決 して過剰 通貨が消滅 した り,拡 大再生産 に必要 な
通貨に転化 した りす るわけ ではない。
以上に よって,過 剰通貨 に よる物価騰貴 と してのインフ レーシ ョンは明 ら
かに なった。 とすれば,こ の同 じ論理 の延長上で,イ ンフ レーシ ョン と好況
期物価騰貴 との区別 が可能 でなければ な らない。好 況期物価騰貴 も価格騰貴
であ る以上,そ れ を実現す る通貨が増大 してい ることに変 りない。 しか し好
況期物価騰貴 では,通 貨が流通に残 って物価上昇を もた らす のではな く,逆
に物価上昇を実現す るためにのみ結果 と して通貨が増大す るのであ る。 た と
えば,貯 蓄(G-Wな きW-G)は100個100円 であるが,投 資需要(W-
Gな きG-W)が 強 く,投 資者 は銀行か'ら200円借 りて投資を行な うと しよ
う。投資 され た200円は剰余価値 を実現 させ,貯 蓄者 に流入す る。他方,投
資者は株式 を発 行 して貯蓄者に流 入 した貨幣を吸収す る。(但 し,蓄 蔵貨幣
を前提す れば,株 式 の購 入 と貯蓄は 同一 の 主体に よって なされ な くて もよ
い。)最後に,投 資者 は吸収 した資金 で最初 の借入れを返済す る。(貨幣は 出
発点た る銀行へ還流す る。)こ の場 合,物 価騰貴を実現す るために増大 した
通貨は銀行へ還流 し,決 して流通に残 ることはないのであ る。 したがって,
同 じよ うに物価騰 貴が生 じ,通 貨増大 が生ず る とい って も,そ の内容は全 く
⑪ 不換銀行券論争で,不換銀行券の伸縮性を示すものとして,蓄蔵貨幣論や預金
論がとり入れられた.し かしそのとり入れ方が,「過剰通貨による物価騰貴」と
「その発現過程における変容」とを区別 した形でなされなかったため,(貸付一回
収ルー トとならぶ)伸縮性の一つとしてただ並列的にとりあつかうか,ま たは蓄
蔵貨幣機能が麻痺した時始めてインフレーションになるという極論にいぎつくか
になってしまったのである,
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別のものであることは明らかである。
以上の展開では,拡 大再生産に伴 って必要 となる通貨が,基 本的に(1)の機
構(貸 付一回収方式)に よってのみ供給 されると前提 した上で,そ れ とは別
に国家に よる通貨の投入があった場合を想定 し,後者に 「過剰通貨による物
価騰貴」 としてのインフレーシ ョンを求めてきた。 したがって,(1)の機構に
よって流通必要金量は満たされていることにな り,国家による通貨の投入は
量の多少を問わず最初か ら過剰な通貨の発生を意味 していたわけである。周
知のように,日 銀の通貨供給方式は,昭 和37年か ら貸付一回収方式 と政府証
券等の売買方式 とが併用されるようになった。い うまでもな く,日銀 と市中
銀行がゆ着 した従来の貸付一回収方式がそのまま維持された上で,後 者の方
式が加わったビすぎない以上,本 稿で示 したように,後 者の方式による通貨
投入は過剰通貨に よる物価騰貴を もた らす ものと規定 してよい。 しか し,①
の機構に よる通貨供給には厳 しい懲罰 レー トが課せ られ,拡 大再生産に必要
な通貨が,政 府証券等の売買によってのみ供給されるようになれば,そ うし
　 ロ 　 　
た通貨は,((1)の機構の場合 と異なり流通に残ることにはなるが)す ぐさま
　 　 ロ 　 　 　 　 　 　 　 　 の 　 り 　 　 　 　 　 　 　 　 り 　 　 　 　 　 　 　 　
(物価騰貴をもた らす とい う意味での)過 剰通貨の発生 とはいえなくなるで
あろ う。
四 現 代 イ ソ フ レー シ ョ ン
戦後経済過程では,反 転することのない持続的な全般的物価上昇が生 じて
いるが,こ の物価上昇を,⇔ で明らかに した 「過剰通貨に よる物価騰貴」 と
してのみ説明することはとうていできないことである。つまり通貨の流通へ
の過剰投入がな くても,現 象的にはイソフレーシ ョンと全 く同 じ持続的な全
般的物価上昇が生 じているのである。 したがって,か かる現象を解明するこ
とこそが,現 代インフレーション論の中心的な課題であるといわなければな
らない。
の
では,通 貨の流通への過剰投入がな くても,持続的な物価上昇が生 じるの
は何故であろうか。われわれは(⇒で,不 換銀行券流通下では(1)の機構(商 品
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流通の必要に応 じて貨幣量が伸縮す る機構)は 成立するが,(2)の機構(過 剰
ロ　　
通貨の発生→物価上昇をチ ェヅクす る機構)は 成立 しないことをみた。(2)の
機構の不成立は,持 続的な物価上昇が一度生 じた らもはやチ ェックす ること
ができないとい うことを示すに すぎず,何 故(過 剰通貨に よるもので はな
い)持 続的な物価上昇が生 じるのかを説明す るものではない。では(1)の機構
の成立は何を意味 しているのか。(1)の機構は,理 由が何であれ商品流通が決
定す る価格変動を貨幣の側が追認 してい く機構である。その場合,正 常な産
業循環過程 こそがこの価格変動を平均的にはある一定の水準に収敏 させる機
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
能を果た していたといってよい。 だか ら正常な産業循環過程が進行 し,通貨
　 　 　 　 　 　 　 　 　 コ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 コ
の流通へ の過剰投 入がない限 り,た とえ(2)の機構が成立 していな くて も,持
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 の 　 　
続的な物価上昇は生 じなかったわけである。 ところが,現 代資本主義社会で
は産業循環過程 自体に変化が生 じ,そ の変化が物価の循環的変動を阻止する
ようになっ.てしまった。こうした く構造的変化一物価の循環的変動の停止〉
に対 して,(1)の機構はそれをも事後的に追認 してい く機能を果たすにす ぎな
い。(1)の機構が現代資本主義社会ではかかる機能を果た している以上,一 度
経済構造内部に物価上昇を持続 させる要因が定着す ると,通 貨の流通への過
じ　の
剰投入がな くても,持続的な物価上昇は避け られな くなる。
か くして,現 代 インフレーシ ョン論で解明すべ き点は次の二点である。
(1)経済構造内部に物価上昇を持続させるメカニズムはいかに成立するか。
(2)「過剰通貨による物価騰貴」 としてのインフレーションと全 く同 じ現象
(持続的物価上昇)が,過 剰通貨が原因でな く生 じているとすれば,イ ンフ
レーシ ョン概念自体再構成されるべきではないか。
1物 価上昇を持続 させるメカ=ズ ム
(イ)独占価格 インフレーシ ョン 独占価格インフレーション論 とは,独 占
部門における独占価格の成立がなん らかの要因を媒介に して非独占部門にお
⑫(党 換をみればわかるように),(2)の機構がチェックするのは,単 に過剰通貨に
よる持続的な物価騰貴だけでな く,持続的な物価騰貴すべてである.
⑬ もちろん通貨の過剰投入が現代では存在 しないといっているのではない.・む し
ろ通貨の過剰投入も産業循環変容の一環として位置づけられるべきである.(後述)
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ける価格上昇をもた らし,結果 として全般的な物価上昇が生ずる,と い う主
張である。 こうした物価上昇機構が定着すると,通 貨供給はいわば水増 しさ
れて行なわれるわけであ り,(通貨は(1)の機構によって供給されるので,流
通に過剰通貨が残るわけで もないのに)全 般的な物価上昇が実現 されること
になる。 しか し,独 占価格インフレーシ 雲ンだけでは,恐 慌一不況期にかけ
て制約を うけざるをえない。だか ら,独 占価格インフレーション論は,平 均
　 　
的にみて物価水準全体がお しあげ られる機構を解明 しているけれ ども,持続
　 　 　 　 　 コ く　の
的な物価上昇をとうてい説明 しうるものではない。そこで,独 占価格インフ
レーションを前提に した上で,持 続的な物価上昇が実現される メカニズを解
明 しなければな らない。
(ロ)信用インフレーション 信用インフレーショソとい う概念は必ず しも
統一 された概念ではないが,次 のように理解すべ きであろう。資本制生産が
正常な産業循環過程を描いている時には,恐 慌は必ず信用恐慌を伴い,信 用
恐慌は生産の側を規制する(恐 慌を激化させる)役 割を果たす。 ところが国
家独占資本主義段階では,恐 慌期には中央銀行によって積極的な信用膨脹政
策が とられ,恐 慌の作用を緩和 させ るために信用の役割を逆に利用す ること
(15)
になる。 こうした信用膨脹政策は,好 況期物価騰貴を一定程度まで維持 し,
(通貨は(1)の機構に よって供給 されるので,流 通に過剰通貨が残るわけでも
ないのに一但 し,物価騰貴が維持される限 り,フ ローとしての通貨供給が大
きく減少することはない一)イ ンフレーシ コンと同 じような持続的物価上昇
く　
が生ずることになる。
㊨ 過剰通貨による物価騰貴 現代資本主義社会では,国 家による過剰通
貨の投入一過剰購買力の創造は,戦 時インフレーショソのような形を とらず
む しろ不況期における物価下落を阻止 し,好況期物価騰貴を維持する財政政
σφ 持続的な全般的物価上昇が生じているのは,独 占段階一般ではなぐ,あくまで
も国独資体制が本格化した第二次大戦後のことである,
⑮ もちろん,不換制下の中央銀行が無制限に信用膨張政策を行なえるわけではな
い.
⑯ この恐慌一不況期の中央銀行による信用維持をあてにして,好況過程で急激な
投資が行なわれ,好況期物価騰貴を一層激しくするわけである,
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策の一環 として行なわれることになる。
か くして,現 代資本主義社会における持続的な全般的物価上昇は,独 占価
格 インフレーシ ョンのような物価水準を全般的にお しあげる要因を前提に し
た上で,過 剰通貨の形成を意味 しない(イ)の金融政策 と過剰通貨の形成を意味
(17)(18)
す る(ロ〉の財政政策 とに よって実現 され る ことにな る。
2イ ンフ レー シ ョン概念の再構成
現 代の物価騰貴 をインフ レーシ ョン とい う概 念で把握 し,し か もインフレ
ーシ ョンとい う概 念を好況期物価騰貴か ら区別 しよ うとすれば ,イ ンフレー
シ ョン とい う概念は,単 に過剰通貨に よる物価騰貴 のみ な らず,信 用 イン フ
レーシ ョン ・独 占価格 インフレーシ ョンの二つの概念を 内に含んだ もの と し
て再構成 されなければな らない。
インフレーシ ョン概 念の再構成の重要性 を明 らかにす るために,わ れわれ
は ここでかかる認識の欠落 した現代物価論 を批判 しておこ う。 まず,独 占価
格 イ ンフレーシ ョンを古典的な インフ レーシ ョン論で処理 しよ うとす る立場
に,松 石勝彦 『独 占資本主義 の価格理論』(新 評論)が あ る。 氏 は,独 占価
格設定 を契機 と して全般的物価上昇が実現す る と して も,そ れ は流通必要 金
量 の増大 を意味 しない とす る。L(したが って,こ の全般 的物価騰貴では,そ
れ を実現 した通貨 は流通必要金量を こえる ことにな るとい うわけであ る。)
流通必要金量が増大 しない理 由は,流 通必要金量は総価値 に対応 した ものだ
か らとい うのであ るが,も しそ うす るな ら,好 況期物価騰貴 で も流通必要 金
量 は増大 しない ことにな り,そ れを実現 した通貨は流通必要金量を こえ るこ
とに なって しま うのである。だか ら松 石氏 の主張に したが えば,好 況期物価
騰貴 を もインフ レーシ ョンのなかに入れ ざるをえな くなる。他方,信 用 イン
フレーシ ョソを古典的 なイソフ レーシ ョン論で処理 しよ うとす る立場 に,山
田喜志夫 「現代 インフ レーシ ョンと恐慌」(『国学院経済学』21-1)がある。
㈲ この ような独 占価 格 イ ンフ レーシ ョンと信用 イ ンフ レーシ ョン ・過剰通貨に よ
る物価騰貴 との関係は,既 に通説 とな ってい る とい って よい,
(i♂以上に よって,持 続的な物価上 昇が,国 独資段 階におけ る恐慌 の形態変化(産
業 循環 の変容)と 密 接不可分 の 関係にあ るこ とも明 らか であろ う.
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氏は,貨 幣恐慌緩和のため中央銀行か ら不換銀行券が増発され価格が維持 さ
れる場合,流 通必要金量は,貨 幣恐慌が勃発 した ら行なわれたであろ う決済
価格によって決まるとする。(したがって,増 発された通貨は流通必要金量
を こえることになるというわけであるの 氏は他方で,流 通必要金量は現実
に商品が実現す る時点での価格つまり市場価格によってきまるとしている。
とすれば,流 通必要金量は,(中央銀行の介入によりもはや成立 しな くなっ
た)決 済価格ではな く,む しろ約定価格一(中 央銀行の介入によってのみ支
え られ)実 現された価格の方でなければならないはずである。そ して,実 現
された価格の方で流通必要金量が規定されるとすれば,信 用インフレーショ
ン℃は,通 貨が流通必要金量をこえるとはいえな くなるはずである。
流通必要金量は,商 品流通が要求する通貨量であるか ら,(1)の機構によっ
て通貨が供給されている限 り,流通に投入された通貨が流通必要金量をこえ
ることはあ りえない。だか ら,独 占価格インフレーションでも信用インフレ
ーションでも,従来の規定に したが う限 り,通貨が流通必要金量をこえるわ
けで もない し,過剰通貨が発生するわけでもない。過剰通貨が発生するわけ
でもないのに,「流通必要金量をこえる通貨の投入」 とい う古典的なインフ
レーシ ョン規定をここで適用 しようとすれば,結 局松石氏や山田氏のように
流通必要金量の方に恣意的な想定を加える以外にないだろ う。
では,過 剰通貨による物価騰貴,信 用インフレーショソ,独 占価格イソフ
レーションの三つの概念を包摂する新 しいインフレーシ ョン概念はいかに設
定 され うるか。
(1)三宅説 すでにみたように,② の機構が成立すれば,一 時的な物価上
昇は別と して,持 続的な物価上昇は理由が何であれチ ェックするはずであっ
た。 しか し不換銀行券制度では,(2)の機構は成立せず,そ のため種々の理由
か らなる持続的な物価上昇を可能にすることになって しまった。 こうした点
か らイソフレーシコン概念を再構成 したのが,三 宅氏の規定であろ う。即ち
「党換停止下では,党 換制下で行ないうるような 範囲を こえて対政府取引あ
るいは対市中銀行取引を行な うことができる。ここに,免 換停止下では通貨
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価値のいち じる しい低下が生ずる基礎がある」 と。
(2)高須賀説 すでにみた ように,(② の機構が成立すればい うまで もな
いが,た とえ(2)の機構が成立 していな くて も)産業循環過程が正常に進行す
れば,物 価は平均的には一定の水準に収敏す るはずであった。そ して,正 常
な産業循環過程が進行 しな くなった点にこそ(具 体的には,好 況期物価騰貴
や独占価格インフレーシ ョンが下落せず,信 用インフレーシ ョンや過剰通貨
に よる物価騰貴 とい う形で維持 されて しま うとい う点にこそ),現 代の物価
騰貴の特徴があったわけである。高須賀氏は,正 常な産業循環過程が価格水
準をある一定の水準に収敷 させ ることを(貨 幣の側か らとらえなお し)貨幣
の価値尺度機能 とし,現代資本主義社会において,か かる機能が作用 しな く
く　
なった(麻 痺 した)点 に,新 しい イソフレーシ ョン概 念を求め ている。
国 結 語
われわれ は,⇔ で不換銀行券論争(特 に岡橋 ・飯田論争)を 整理 し,⇔ で
従来比較的軽視 され て きた 「過剰通 貨が物価上昇を もた らす メカニズム(そ
の特殊性)」を 明 らかに し,四 で現代 インフ レーシ ョン論争を整理 した。 こ
の論争整理 か ら容易に推測 され るよ うに,マ ル クス経済学に おけ る今後の イ
ン フレーシ ョン論争 は,(日 本の現状分析をふ まえた)現 代 インフ レーシ ョ
ン論を中心 に展 開 され る ことにな るであろ う。
(48.12.1)
⑲ 三宅義夫 「日本銀行 とイ ンフ レーシ ・ン」(『経 済評論』1966.9).
⑳ 高須賀氏 の よ うに,産 業循環 過程 の変容 を貨 幣の価値尺度機 能の麻 痺 と把握 し
その価値尺 度機 能 の麻痺 を金生産部 門 と関連づけ,イ γフ レーシ ョン=「 金価格
引上 げを必然 化す る物価騰 貴」 と定義す る ことにつ いては,な お多 くの疑 問が残
ってい る.し か し,現 代 イ ンフ レーシ ・ン論が,産 業 循環過程 の変 容 と関運づけ
てのみ十分 に把 握 され るこ とは,も はや否 定 しが たい事実 であ ろ う。
